[bookmark: _6t5bpz20bzlt]所在調査契約書（探偵）

依頼者　　　　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と、探偵業者　　　　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、甲が乙に委託する所在調査業務について、探偵業の業務の適正化に関する法律その他関係法令を遵守し、次のとおり所在調査契約書（以下「本契約」という。）を締結する。

[bookmark: _3r2iuxw8m6tq]第1条（目的）
本契約は、甲が指定する調査対象者の所在、居住地、連絡先その他甲乙間で合意した事項について、乙が適法な方法により調査を実施する際の業務内容、調査方法、契約期間、報酬、秘密保持義務、個人情報の取扱い、調査結果の報告及び責任範囲を明確にすることを目的とする。

[bookmark: _ri7nstzrybg]第2条（定義）
本契約において使用する用語の定義は、次のとおりとする。
1. 「所在調査」とは、特定の人物の現在の居住地、滞在先、勤務先その他所在に関する情報を、適法な方法により収集及び確認する業務をいう。
2. 「調査対象者」とは、甲が所在調査を依頼する特定の個人をいう。
3. 「調査情報」とは、所在調査の過程で取得した住所、氏名、勤務先、行動状況、写真、映像、記録その他調査対象者に関する情報をいう。
4. 「調査報告書」とは、乙が調査結果を整理し、書面又は電磁的方法により甲へ提出する成果物をいう。
5. 「追加調査」とは、本契約で定めた調査範囲を超えて、甲乙間の別途合意に基づき実施する調査をいう。

[bookmark: _lhau25o714zy]第3条（調査対象者）
本契約に基づく調査対象者は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	氏名
	

	フリガナ
	

	生年月日
	年　　　月　　　日

	性別（任意）
	

	最終確認住所
	

	最終確認日時
	年　　　月　　　日

	最終確認場所
	

	甲との関係
	

	調査対象者の特徴
	

	その他参考情報
	


2. 甲は、調査対象者について把握している情報を、可能な範囲で正確に乙へ提供するものとする。
3. 甲が提供した情報に誤り又は不足があることが判明した場合、甲乙協議のうえ、調査内容、調査期間及び費用を見直すことができる。

[bookmark: _d6komczeh7sj]第4条（調査目的及び利用目的）
1. 甲が所在調査を依頼する目的は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	調査目的
	□ 親族・知人の所在確認　□ 相続関係者の所在確認　□ 債権回収に伴う所在確認　□ 法的手続に必要な所在確認　□ その他（　　　　　　）

	調査の具体的理由
	

	調査結果の利用目的
	

	調査結果の提供予定先
	


2. 甲は、調査目的及び調査結果の利用目的が適法かつ正当なものであることを表明し、乙に対して虚偽の説明を行わないものとする。
3. 甲は、調査結果をストーカー行為、配偶者等に対する暴力、脅迫、嫌がらせ、差別、不当な監視その他違法又は不当な目的に使用してはならない。
4. 乙は、甲の申告内容、調査の必要性及び調査結果の利用目的を確認し、違法又は不当な利用が疑われる場合には、契約の締結又は調査の実施を拒否することができる。
5. 乙は、探偵業法に基づき、甲から調査結果を犯罪行為、違法な差別的取扱いその他の違法な行為に用いない旨を記載した書面の交付を受けるものとする。

[bookmark: _d6uuad5aie9c]第5条（調査業務の内容）
1. 乙が実施する所在調査の内容は、次のとおりとする。
	項目
	調査内容

	基本調査
	□ 所在確認　□ 居住地確認　□ 滞在先確認

	関連調査
	□ 勤務先確認　□ 行動状況確認　□ その他

	情報収集
	□ 公開情報調査　□ 適法な聞き込み　□ 現地確認

	調査対象地域
	

	調査実施予定期間
	年　　　月　　　日 ～ 　　　　年　　　月　　　日

	その他特記事項
	


2. 乙は、前項に定める業務を、専門的知識及び経験に基づき、合理的な注意をもって実施する。
3. 調査対象者の行動状況、居住環境その他の事情により、調査方法を変更する必要が生じた場合、乙は甲に説明し、調査範囲又は費用に影響する変更については事前に甲の承諾を得るものとする。
4. 乙は、調査対象者の所在が判明することを保証するものではなく、調査結果は実施した調査の範囲及び取得可能な情報に基づくものとする。

[bookmark: _hni62iqqah2i]第6条（調査方法及び法令遵守）
1. 乙は、探偵業法、個人情報の保護に関する法律、刑法その他関係法令を遵守し、適法な調査方法によって業務を実施する。
2. 乙は、調査の必要性及び相当性を考慮し、調査対象者その他第三者の権利及び利益を不当に侵害しないよう配慮する。
3. 乙は、次の行為を行ってはならない。
· 住居侵入、不正アクセスその他法令に違反する行為
· 他人になりすまして個人情報を不正に取得する行為
· 法令上の根拠なく通信内容を傍受する行為
· 調査対象者に対する脅迫、強要又は不当な接触
· 違法な位置情報の取得又は追跡機器の設置
· その他調査対象者又は第三者の権利を不当に侵害する行為
4. 甲は、乙に対して違法又は不当な調査方法を指示してはならない。
5. 乙は、甲から違法又は不当な指示を受けた場合、これを拒否し、必要に応じて本契約を解除することができる。

[bookmark: _f7b63447xsvj]第7条（調査期間）
1. 本契約に基づく調査期間は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	調査開始予定日
	年　　　月　　　日

	調査終了予定日
	年　　　月　　　日

	調査予定日数
	日間

	調査予定時間
	時間

	中間報告予定日
	年　　　月　　　日

	最終報告予定日
	年　　　月　　　日


2. 天候、交通事情、調査対象者の行動その他乙の合理的な管理が及ばない事情により調査の継続が困難となった場合、乙は速やかに甲へ通知する。
3. 調査期間の延長が必要となった場合、甲乙協議のうえ、延長期間、追加費用その他必要事項を書面又は電磁的方法により合意するものとする。
4. 甲の承諾を得ない期間延長について、乙は追加報酬を請求することができない。ただし、法令に基づく請求その他正当な根拠がある場合は、この限りでない。

[bookmark: _3i9604q9ljs7]第8条（調査費用及び報酬）
1. 本契約に基づく調査費用及び報酬は、次のとおりとする。
	項目
	金額・条件

	基本調査料金
	金　　　　　　　　　円（税込）

	調査員費用
	金　　　　　　　　　円（税込）

	交通費・宿泊費
	□ 基本料金に含む　□ 別途精算

	機材使用料
	金　　　　　　　　　円（税込）

	その他経費
	金　　　　　　　　　円（税込）

	成功報酬
	□ なし　□ あり（金　　　　　　円・税込）

	契約金額合計
	金　　　　　　　　　円（税込）

	支払方法
	□ 銀行振込　□ 現金　□ クレジットカード　□ その他

	支払期限
	年　　　月　　　日

	振込手数料
	□ 甲負担　□ 乙負担


2. 成功報酬を設定する場合、その発生条件は次のとおりとする。
成功報酬の発生条件：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
成功の判定方法：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
3. 乙は、甲の事前承諾なく契約金額を超える追加費用を請求してはならない。
4. 実費精算を行う場合、乙は甲の求めに応じて合理的な範囲で費用の内訳を明示する。
5. 調査結果が得られなかった場合の報酬及び実費の取扱いは、本契約に定める料金体系、業務実施状況及び関係法令に従うものとする。

[bookmark: _5ge9dolpgs99]第9条（追加調査）
1. 調査期間中に新たな情報が判明し、追加調査が必要となった場合、乙は甲にその必要性、調査内容、費用及び予定期間を説明する。
2. 追加調査は、甲が書面又は電磁的方法により承諾した場合に限り実施する。
3. 甲の承諾を得ずに実施した追加調査について、乙は原則として追加報酬を請求することができない。
4. 追加調査に関する合意は、本契約の一部を構成するものとする。

[bookmark: _yla3scwnhsqa]第10条（甲の協力義務）
1. 甲は、乙が調査を実施するために必要な情報及び資料を、適法に提供できる範囲で乙へ提供する。
2. 甲は、調査対象者に関する新たな情報を取得した場合、必要に応じて速やかに乙へ通知する。
3. 甲は、調査の遂行を妨げる行為又は調査対象者の安全を脅かす行為を行ってはならない。
4. 甲が提供する資料について第三者の権利が存在する場合、甲は適法な提供権限を有することを確認する。
5. 乙は、甲が提供した情報について合理的な範囲で確認を行うものとする。

[bookmark: _8kt5fznbhtze]第11条（調査の進捗報告）
1. 乙は、甲乙間で合意した時期及び方法により、調査の進捗状況を報告する。
2. 進捗報告の方法は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	報告方法
	□ 電話　□ 電子メール　□ 書面　□ その他

	報告頻度
	□ 毎日　□ 週1回　□ 必要に応じて

	報告先
	

	緊急連絡先
	

	その他
	


3. 
乙は、調査対象者の所在に関する重要な情報を取得した場合、調査の適正な遂行及び関係者の安全に支障がない範囲で甲へ報告する。
4. 乙は、未確認情報を報告する場合、その情報が未確認である旨を明示する。
[bookmark: _cbpvwnnw7zwr]第12条（調査結果の報告）
1. 乙は、調査終了後、甲乙間で合意した期日までに調査報告書を提出する。
2. 調査報告書には、必要に応じて次の事項を記載する。
· 調査実施期間及び調査方法
· 調査対象者の所在に関する確認結果
· 調査によって判明した関連情報
· 情報の確認状況及び信頼性
· 写真、映像その他の記録資料
· 調査上の制約及び未確認事項
3. 調査対象者の所在が確認できなかった場合、乙は実施した調査の概要及び確認できなかった理由について、合理的に説明可能な範囲で報告する。
4. 乙は、確認できた事実と推測又は未確認情報を区別して記載するものとする。
5. 調査報告書の提出方法は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	提出方法
	□ 書面　□ PDF　□ 電子メール　□ その他

	提出予定日
	年　　　月　　　日

	写真・映像資料
	□ あり　□ なし

	原本資料の引渡し
	□ あり　□ なし

	その他

	


[bookmark: _v6kivsmxtr6v]第13条（調査結果の正確性及び保証範囲）
1. 乙は、調査報告書の作成にあたり、取得した情報の正確性及び客観性の確保に努める。
2. 調査対象者の転居、移動、勤務先変更その他の事情により、調査時点で確認された情報が報告後も継続して正確であることを保証するものではない。
3. 乙は、調査結果に誤りがあることが判明した場合、その原因を確認し、乙の責めに帰すべき誤りについては合理的な範囲で訂正その他必要な対応を行う。
4. 乙は、調査対象者の所在判明、連絡の成立、面会の実現その他特定の結果を保証しない。ただし、甲乙間で別途明示的に合意した事項については、その合意に従う。

[bookmark: _29jm2545r97h]第14条（秘密保持義務）
1. 甲及び乙は、本契約の締結及び履行に関連して知り得た相手方の秘密情報、調査対象者の個人情報、調査内容並びに調査結果を、正当な理由なく第三者に開示又は漏えいしてはならない。
2. 乙は、調査業務の遂行に必要な範囲を超えて、甲から取得した情報を利用してはならない。
3. 甲は、調査報告書及び調査情報を、本契約で定めた適法な利用目的の範囲内で取り扱うものとする。
4. 法令に基づく開示義務がある場合又は裁判所その他権限ある公的機関から適法な開示を求められた場合は、必要な範囲で情報を開示することができる。
5. 本条の義務は、本契約終了後も存続するものとする。

[bookmark: _6f2aotlow6tz]第15条（個人情報の取扱い）
1. 乙は、調査業務に関連して取得した個人情報について、個人情報保護法その他関係法令に従い、適切な安全管理措置を講じる。
2. 乙は、個人情報を本契約の履行及び適法な関連業務に必要な範囲で取り扱うものとする。
3. 乙は、調査対象者その他第三者の個人情報について、漏えい、滅失、毀損及び不正利用を防止するために必要な措置を講じる。
4. 個人情報の漏えいその他の事故が発生した場合、乙は関係法令に従って必要な対応を行い、甲に影響が及ぶ場合には、合理的に必要な範囲で速やかに甲へ通知する。
5. 乙は、調査業務終了後の個人情報について、法令上の保存義務その他正当な保存理由がある場合を除き、適切に削除又は廃棄するものとする。

[bookmark: _64i704ebut66]第16条（調査資料の管理及び保存）
1. 乙は、調査により取得した写真、映像、記録、電子データその他の資料を適切に管理する。
2. 調査資料の保存期間は、法令上の保存義務その他正当な保存理由がある場合を除き、次のとおりとする。
保存期間：調査終了日から　　　　　か月間
3. 保存期間満了後、乙は法令上の保存義務その他正当な保存理由がある場合を除き、調査資料を安全な方法で削除又は廃棄する。
4. 甲が資料の返還又は削除を求めた場合、乙は法令上の義務及び正当な保存理由を考慮し、合理的な範囲で対応する。
5. 乙は、調査資料を本契約の目的以外に利用してはならない。

[bookmark: _q3g7onv9l3fv]第17条（調査報告書の利用及び権利関係）
1. 甲は、調査報告書を本契約に定める適法な利用目的の範囲内で使用することができる。
2. 調査報告書に含まれる文章、写真、映像その他の著作物に関する著作権は、別途合意がない限り、法令に従って正当な権利者に帰属する。
3. 乙は、甲に対し、本契約の利用目的に必要な範囲で調査報告書を利用することを許諾する。
4. 甲は、調査対象者の個人情報又はプライバシーを不当に侵害する方法で調査報告書を公開又は第三者へ提供してはならない。
5. 甲が調査報告書を裁判手続、弁護士への相談その他正当な目的で第三者に提供する場合は、関係法令及び第三者の権利に配慮するものとする。

[bookmark: _fxl60u2f4czs]第18条（再委託）
1. 乙は、調査業務の全部又は一部を第三者に再委託する場合、あらかじめ甲に再委託の内容及び必要性を説明し、承諾を得るものとする。
2. 乙は、再委託先が探偵業法その他関係法令に従って適法に業務を実施できることを確認する。
3. 乙は、再委託先に対して、本契約に定める秘密保持義務及び個人情報保護義務と同等の義務を負わせるものとする。
4. 再委託先の行為について、乙は自己の責めに帰すべき範囲で責任を負うものとする。

[bookmark: _yansdvz13nxr]第19条（調査の中断及び中止）
1. 乙は、次の各号のいずれかに該当する場合、調査の全部又は一部を中断又は中止することができる。
· 調査の継続が法令に違反するおそれがある場合
· 調査対象者又は第三者の安全に重大な危険が生じるおそれがある場合
· 甲が重要な事項について虚偽の説明を行った場合
· 甲が調査結果を違法又は不当な目的に使用するおそれが判明した場合
· 天災地変その他やむを得ない事情により調査が困難となった場合
2. 乙は、調査を中断又は中止した場合、法令上又は安全上の支障がない限り、速やかに甲へその理由を通知する。
3. 調査中断又は中止に伴う費用の精算は、原因、業務実施状況及び関係法令を考慮して行うものとする。

[bookmark: _xxrpvhzeey4e]第20条（契約の解除）
1. 甲又は乙は、相手方が本契約に違反し、相当の期間を定めて是正を求めたにもかかわらず違反が是正されない場合、本契約の全部又は一部を解除することができる。
2. 次の各号のいずれかに該当する場合、相手方は催告なく本契約を解除することができる。
· 重大な法令違反が判明した場合
· 契約の履行に関する重大な虚偽申告があった場合
· 調査結果の違法利用が判明した場合
· その他契約関係の継続が著しく困難となる重大な事由が生じた場合
3. 甲は、法令により認められる範囲で、調査業務の完了前に本契約を解除することができる。
4. 契約解除に伴う報酬、実費及び損害賠償の精算は、解除原因、業務の履行割合及び関係法令に従って行うものとする。
5. 本条は、甲が消費者契約法その他の法令に基づき有する権利を制限するものではない。

[bookmark: _e8720geknon3]第21条（キャンセル料及び返金）
1. 甲の都合により調査開始前又は調査期間中に契約を解除する場合のキャンセル料は、次の基準を参考として、実際に発生した費用、業務の履行状況及び法令上認められる範囲で算定する。
	解約時期
	キャンセル料・精算方法

	調査開始前
	実際に発生した合理的な準備費用等を基準に精算

	調査開始後
	実施済み業務の報酬及び合理的な実費を基準に精算

	調査完了後
	契約上発生した報酬及び実費を基準に精算

	乙の責めに帰すべき解除
	法令及び契約内容に従い返金・精算


2. 前項の精算にあたり、乙は甲に対して費用の内訳を説明するものとする。
3. 消費者契約法その他関係法令により無効となる違約金又は損害賠償額の定めは適用しない。
4. 法令に基づくクーリング・オフその他の解除権が認められる場合、甲は当該法令に従って権利を行使することができる。

[bookmark: _n2ywwv2c7ymv]第22条（損害賠償）
1. 甲又は乙が本契約に違反し、相手方に損害を与えた場合、法令に従い、その責めに帰すべき範囲で損害を賠償する責任を負う。
2. 乙が故意又は過失により個人情報を漏えいし、又は違法な調査を実施した場合、乙は法令に従い必要な責任を負う。
3. 甲が調査結果を違法又は不当な目的に使用した場合、甲は自己の行為について法令に従い責任を負う。
4. 本条は、消費者契約法その他の強行法規により認められる損害賠償請求権を制限するものではない。

[bookmark: _bnoixvk6x0vv]第23条（反社会的勢力の排除）
1. 甲及び乙は、自己が暴力団、暴力団員、暴力団関係企業その他反社会的勢力に該当しないことを表明し、保証する。
2. 甲及び乙は、反社会的勢力を利用し、又はこれらに利益を供与しないものとする。
3. 甲及び乙は、相手方に対する暴力的要求、不当要求、脅迫その他これらに類する行為を行ってはならない。
4. 相手方が本条に違反した場合、甲又は乙は催告なく本契約を解除することができる。
5. 本条に基づく解除に伴う精算及び損害賠償については、関係法令に従うものとする。

[bookmark: _w6qo1zdvr7w2]第24条（契約前の説明及び書面交付）
1. 乙は、本契約締結前に、探偵業法に基づき、調査内容、調査期間、報酬、契約解除、秘密保持その他法令で定められた重要事項について、甲に書面を交付して説明するものとする。
2. 乙は、本契約締結後、法令で定められた契約内容を明らかにする書面を甲に交付するものとする。
3. 乙は、探偵業の届出に関する事項その他法令上必要な情報を甲に明示するものとする。
4. 電磁的方法による書面交付を行う場合は、法令で定める要件及び手続に従うものとする。
5. 甲は、契約締結前に説明された事項について、不明点がある場合は乙に説明を求めることができる。

[bookmark: _qpeaedw744pg]第25条（契約期間及び終了後の義務）
1. 本契約の有効期間は、契約締結日から調査報告書の提出及び契約上必要な精算が完了する日までとする。ただし、第7条に定める調査期間を当然に延長するものではない。
2. 本契約終了後も、秘密保持、個人情報保護、調査資料の管理、損害賠償その他性質上存続すべき条項は、必要な範囲で効力を有する。
3. 本契約終了後に追加調査を依頼する場合、甲乙は別途契約又は合意を行うものとする。

[bookmark: _7mjzjo4yssmb]第26条（不可抗力）
1. 天災地変、感染症の大規模な流行、交通機関の長期停止、法令の制定又は改廃その他当事者の合理的な管理を超える事由により、本契約の履行が困難となった場合、当事者は速やかに相手方へ通知する。
2. 前項の場合、甲乙は調査の継続、延期又は終了について協議する。
3. 不可抗力による調査の中断又は終了に伴う費用の精算は、既に実施した業務及び発生した合理的な費用を考慮し、関係法令に従って行うものとする。

[bookmark: _z8ze09pxgqzk]第27条（権利義務の譲渡禁止）
甲及び乙は、相手方の事前の書面又は電磁的方法による承諾なく、本契約に基づく権利又は義務を第三者に譲渡し、承継させ、又は担保に供してはならない。ただし、法令により認められる場合は、この限りでない。

[bookmark: _2i6psabwzcca]第28条（協議事項）
本契約に定めのない事項又は本契約の解釈について疑義が生じた場合、甲乙は関係法令及び信義誠実の原則に従い、誠意をもって協議し、解決を図るものとする。

[bookmark: _llb71xikyj4q]第29条（準拠法及び管轄裁判所）
1. 本契約の成立、効力、履行及び解釈については、日本法を準拠法とする。
2. 本契約に関して紛争が生じた場合、法令により認められる範囲で、　　　　　　　　　地方裁判所又は簡易裁判所を第一審の合意管轄裁判所とする。
3. 法令により専属管轄が定められている場合は、当該法令の定めに従う。

[bookmark: _24efc8eozpqu]第30条（特約事項）
甲乙は、本契約に定める事項のほか、次の特約事項を合意する。
特約事項：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2. 特約事項が本契約の他の条項と異なる場合、法令に反しない範囲で特約事項を優先する。
3. 特約事項の変更は、甲乙双方の合意により書面又は電磁的方法で行うものとする。

[bookmark: _5328xvgnls5l]契約締結欄
甲及び乙は、本契約の内容を十分に確認し、合意した証として、本書2通を作成し、記名押印又は署名のうえ、各自1通を保有する。
なお、法令上必要な要件を満たす場合には、電磁的記録及び電子署名その他適法な方法によって本契約を締結することができる。





契約締結日：　　　　年　　　月　　　日

甲（依頼者）
住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名（法人の場合）：　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

乙（探偵業者）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

探偵業届出に関する事項：　　　　　　　　　　　　　　　

営業所の名称・所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：

